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学校名
附属久里浜特別支援学校

項番 評価項目

1-1-7

コンピュータや情報通信ネッ ト
ワーク を効果的に活用した授業
の状況

1-2-1

学校の教育課程の編成・ 実施の
考え方についての教職員間の共
通理解の状況

1-2-10

児童生徒の実態を踏まえた、 個
別指導やグループ別指導、 習熟
度に応じた指導、 補充的な学習
や発展的な学習など、 個に応じ
た指導の計画状況

3-1-4

保護者や地域社会、 関係機関等
と の連携協力の状況

3-1-6

問題行動の発生状況

3-2-8

児童生徒の生活習慣の定着や人
格的発達の状況

5-1-4

危機管理マニュアル等の作成・
活用の状況

6-1-1

特別支援学校や特別支援学級と
通常の学級の児童生徒と の交流
及び共同学習の状況

8-1-1

授業研究の継続的実施など、 授
業改善の取組の状況
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具体的評価結果

i padを活用し、 市販のコミ ュニケーショ ン支援・ スケジュール管理・ 身
辺処理技能の向上等のアプリ ケーショ ンソ フト を授業や行事で使用した
り 、 タブレッ ト 端末を介して、 パワーポイント などのウィ ンド ウズパソ
コン用ソフト を介して多様な教材を作成して授業等に導入・ 試行した。
授業の記録や評価結果などは、 校内ネッ ト ワーク を活用し、 サーバーな
どにデータを蓄積し、 教職員間で共有した。

副校長・ 主幹教諭・ 学部主事・ 研究主任で構成する教育課程検討委員会
を組織し、 幼児児童の実態に合ったカリ キュラムの見直しを行う と 共
に、 その結果を学部会や職員会議において共有し、 新たなカリ キュラム
を日々の実践で検証した。

校内における実践研究の柱の一つに「 事例研究」 を位置付け、 各学部に
おいて複数名の事例の実践研究を複数の教員で検証するこ と で、 個別お
よびグループでの指導の在り 方、 指導計画・ 支援計画の立案の仕方を繰
り 返し検証した。 特に、 指導計画や指導法に関しては、 その必然性や根
拠の明確化を日常化した。

研究テーマに沿った授業研究だけでなく 、 一人一人の教員の授業力の向
上を目指し、 全教員が「 スキルアッ プ研修」 に取り 組み、 公開授業と 事
後授業検討会に参加した。 検討会での指摘事項を受け、 授業の改善を目
指して、 一人で何回も研究授業を行う 教員もいた。 こ う した取り 組みを
通じて、 徐々にではあるが授業の質が高まってきた。

在籍する幼児児童および保護者の中で、 特に支援が必要なケースに対し
ては、 教育委員会・ 障害福祉課・ 児童相談所・ 医療機関・ 福祉施設など
の関係者と 随時サポート 会議を開催し、 その都度必要な支援を明確にす
ると 共に、 各機関で役割を分担し対処した。

児童の問題行動と しては、 スクールバス内での不適応行動が1例あり 、 担
任教員が行き帰り のバスに同乗する形で不適応症状の改善を図った。 著
し く 養育能力に欠けた保護者に対しては、 その児童を寄宿者に入舎さ
せ、 生活面全般での保護を行った。

自立活動の指導・ 生活指導・ 教科教育に準ずる個別の指導等、 本校独自
のカリ キュラムを通じて、 全幼児児童の生活習慣の定着や人格的発達
に、 教職員が一丸と なって取り 組み、 全幼児児童の発達的変容を図るこ
と ができた。

校内で組織している危機管理委員会において、 地震津波などの自然災害
や火災等緊急事案に適宜適切な対処ができるよ う 、 マニュアルの見直し
を行い、 各種訓練を通じて教職員の役割分担の周知徹底を図った。 地域
の行政組織と 連携して運営予定の福祉避難所に関しては、 運用マニュア
ルの早急な整備が課題である。

交流および共同学習は、 地域の通常小学校と 年6回の交流を通じて実施し
た。 本年度は、 地域の小学校の支援級に進学予定の幼児を対象に、 並行
通園と いう 形態を通じて園児同士の交流だけでなく 、 教員間での交流に
も取り 組んだ。


